
3 款 1 項 9 目

17 年度 設定なし

- -
- - - - - - - -
- - - - - -

実施スケジュール
項目 26年度以前 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度以降

5,200 5,200 5,200 5,200 5,200 26,000

向こう5年間の直接事業費の推移

年度
28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 5年間の実績

単身高齢者のうち相談員訪問対象者の割合 ％ 45.96 45.96 46.56 46.56
相談員訪問対象者数 人 705 705 710 710
単身高齢者（寝たきり高齢者除く） 人 1534 1534 1525 1525
高齢者（６５歳以上） 人 11640 11640 11738 11792

項目 単位 26年度実績 27年度予定 9月末の実績 27年度実績

一般財源 5,875 5,974 2,987 5,974

事業活動の実績（活動指標）

財源内訳 地方債 0 0 0 0
その他 0 0 0 0

0
県支出金 0 0 0 0

人件費 795 804 402 804
国庫支出金 0 0 0

8,042
補助事業人件費 0 0 0 0

人件費
内訳

人工数 0.10 0.10 0.05 0.10
人件費単価 7,954 8,042 8,042

804
合計 0 5,974 2,987 5,974

事業費
直接事業費 5,080 5,170 2,585 5,170
人件費 795 804 402

改善策の
具体的

取り組み

事業費及び財源内訳
項　　　目 26年度決算 27年度予算 9月末の執行状況 27年度決算

事業の目的

主にひとり暮しの高齢者等の生活及び心身上の問題等の相談に応じ、適時適切な助言指導を行うとともに、
関係機関との連携を密にし、不測の事故、災禍の防止に努め、高齢者福祉の増進を図る。

事業の内容

事業の全部を伊予市社会福祉協議会に委託して、各地域の高齢者家庭相談員により月最低２回以上対象者
を訪問、安否確認を行い訪問日誌に記録するとともに、定期的に報告を行う。また、各地域の高齢者関係の調
査、行事等に参加協力する。

改善策の
具体的

取り組み
（当初）

継続して事業を実施する。

事業の対象 相談員の訪問を希望する６５歳以上のひとり暮しの高齢者等

根拠法令等
伊予市高齢者家庭相談員設置事業実施要綱

予算科目

総合計画での位置付け
福祉の向上と保健・医療の充実〜やすらぎとぬくもりのまちづくり〜
高齢者対策の充実

事業の性格 内部管理事務
実施期間 【開始年度】 平成 【開始年度】

所管課情報 担当課： 長寿介護課 電話番号（内線）：

平成27年度事務事業評価シート
該当事業（評価対象外事業は基本情報のみ記載）

一般事務 公共建設事業 評価対象外事業

544
記入者情報 所属長： 武智 茂記 担当責任者： 福積 秀子

事務事業名 〔1330〕高齢者家庭相談員設置事業



5二次評価
（所属部長）

以下の点について外部評価が必要と判断し、行政評価委員会に諮る。

意見、課題

行政評価委員会抽出事業
（二次評価者コメント）
高齢者家庭相談員の役割は重要度を増しており、その事業効果を検証するため、行政評価委員会に諮
る。

課題認識

高齢者家庭相談員による訪問等により、高齢者の不安軽減が図られている。今後も増加する高齢者に対
する施策として継続して行う必要がある。

二次評価

B成果向上の可能性 3
施策への貢献度 3

効率性
手段の最適性 3

Cコスト効率

課題認識

高齢者家庭相談員による訪問し声かけし、相談に応じることで、不慮の事故の防止や高齢者の不安の軽
減が図られ、高齢者福祉の増進につながっている。今後も継続した関わりを持って事業を推進していく。

一次評価

一次評価
（所属長）

妥当性
目的の妥当性 4

B

3
受益者負担の適正 3

施策への貢献度 3

市民ニーズへの対応 4
市の関与の妥当性 4

有効性
事業の効果 4

自己評価

自己評価
（担当責任者）

妥当性
目的の妥当性 4

B市民ニーズへの対応 4
市の関与の妥当性 4

効率性
手段の最適性 3

Cコスト効率 3
受益者負担の適正 3

有効性
事業の効果 4

B成果向上の可能性 3

目　　標 50 50 50 0
実　　績 45.96 46.56 0 0

成果指標

成果指標
単身高齢者（寝たきり高齢者を除く）のうち相談員訪問対象者の割合

指標設定の
考え方

相談員が訪問見守り等により在宅高齢者の状態の把握に努め、関係機関との連携を密にし高齢者福祉の向
上を図る。

区分年度 26年度 27年度 28年度



2
経営者会議の最終判断

事業の方向性
現状のまま継続する。

意見、課題

行政評価委員会の答申

外部評価
（行政評価委員会）

・相談事業等見守りの対象事業が複数にわたっている。対象者がダブるなど無駄はないか。事業の重複
は無駄だと思う。
・家庭相談員の報酬はすごく安い。指標を訪問割合の増とするなら、意欲のある方には報酬の運用を見
直してはどうか。
・家庭相談員がトラブルにあった場合を考え、ルールを整備しないといけない。
・見守り事業の全体像、見取り図のようなものがあれば質問もしやすくなるし、分かりやすくなる。作ってほ
しい。
・もっと実情を調査し、関係者間で情報共有を行い、効率のいいやり方をしていただきたい。
・事業を社協に丸投げしているのが気になる。相談員の委嘱も広報委員からの推薦というフィルターがか
かる。広報委員制度そのものの検討の必要があるし、今までと違う新しいサービスを提供する観点から事
業を捉え直す必要がある。


